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この点、本件判決（盛岡地判平成 27 年、仙台高判平成 28 年）、また、同





















































判平成 26 年 12 月 9 日判時 2260 号 31 頁解説。
⑷ TKC法律情報データベース文献番号 25505743。
⑸ TKC法律情報データベース文献番号 25542985。
⑹ 名古屋地判昭和 43 年 12 月 26 日行集 19 巻 12 号 1992 頁、熊本地判昭和 51 年 3 月 29
日行集 27 巻 3 号 416 頁（控訴審福岡高判昭和 53 年 3 月 29 日行集 29 巻 3 号 453 頁）





定取消等請求住民訴訟事件（東村山市）」判例地方自治 66 号 37 頁、川内劦「2号請求
の『行政処分』概念と補助金交付決定」修道法学 11 巻 2 号 289 頁。
⑺ 芝池義一『行政法読本第 4版』（有斐閣、2016 年）297 頁以下。
⑻ 最判昭和 39 年 10 月 29 日民集 18 巻 8 号 1809 頁。
⑼ 判タ 1138 号 61 頁。
⑽ 参照、太田匡彦「労災就学援護費の支給に関する決定」別冊ジュリスト『行政判例百
選Ⅱ第 6版』（有斐閣、2012 年）341 頁。参照、榊原秀訓「労災就学援護費の支給・
不支給の処分性」民商法雑誌 130 巻 1 号 153 頁。
⑾ 神戸地判平成 9年 9月 8日災害弔慰金不支給決定取消請求事件判タ 1004 号 127 頁は、
行政処分性を前提として、法律上の利益を肯定している。控訴審大阪高判平成 10 年 4
月 28 日判タ 1004 号 123 頁も、そのことは前提にしている。
⑿ 兼子仁『自治体・住民の法律入門』（岩波書店、2001 年）130 頁。
⒀ 盛岡地判平成 27 年 3 月 13 日 TKC法律情報データベース文献番号 25506169。
⒁ 災害弔慰金の支給等に関する条例（昭和 49 年 12 月 25 日条例第 38 号）第 16 条「こ
の条例に基づく災害援護資金の貸付けに関する処分については、亘理町行政手続条例
（平成 8年亘理町条例第 13 号）第 2章及び第 3章の規定は、適用しない。」
⒂ 参照、碓井光明『公的資金助成法精義』（信山社、2007 年）190 頁以下。
⒃ 例えば、最大昭和 45 年 7 月 15 日民集 24 巻 7 号 771 頁弁済供託金の取戻請求の却下、
最判昭和 49 年 7 月 19 日民集 28 巻 5 号 897 頁郵政職員に対する不利益処分、東京高
判昭和 63 年 2 月 25 日判時 1272 号 74 頁弁護士会による懲戒処分。
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⒄ 例えば、福島地判平成 26 年 5 月 27 日 TKC 法律情報データベース文献番号
25504096、仙台地判平成 26 年 9 月 9 日 TKC 文献番号 25504833（控訴審仙台高判平
成 27 年 4 月 10 日 TKC 文献番号 25506304）、仙台地判平成 26 年 10 月 16 日 TKC 文
献番号 25505078（控訴審仙台高判平成 27 年 11 月 13 日 TKC文献番号 25541847、上
告審最判平成 28 年 4 月 21 日 TKC 文献番号 25543135）、仙台地判平成 26 年 12 月 9
日判時 2260 号 31 頁（控訴審仙台高判平成 27 年 6 月 25 日 TKC文献番号 25540950）、
仙台地判平成 27 年 1 月 21 日 TKC 文献番号 25505743（控訴審仙台高判平成 28 年 4




る理由となるものではない」（福岡高那覇支判平成 5年 12 月 9 日判時 1508 号 120 頁）。
⒆ 高知地判平成 28 年 4 月 26 日 TKC法律情報データベース文献番号 25543073 は次のよ



















23 行集 20 巻 4 号 459 頁。
京女法学　第 11 号184
24 福島地判平成 26 年 5 月 27 日 TKC法律情報データベース文献番号 25504096。
25 碓井・前掲書 185 頁。
26 名古屋地判平成 16 年 9 月 9 日判タ 1196 号 50 頁も同じ思考法を採る。
27 判例地方自治 394 号 55 頁。
28 あるいは、最判平成 16 年 4 月 26 日食品衛生法違反処分取消請求事件民集 58 巻 4 号
989 頁も挙げられよう。
29 判例地方自治 385 号 66 頁。また、当該交付規程が法律の根拠に基づいていないとも
述べる。
30 判タ 550 号 216 頁。
31 もっとも、契約説に立って、信義則上、贈与契約の成立が認められるとする考え方も
否定しがたい。例えば、被災者自立支援金の支給申請の却下通知について神戸地判平
成 13 年 4 月 25 日賃金と社会保障 1341 号 12 頁は次のように言う。「贈与契約の成立
が信義則上擬制されると解するのが相当であり、したがって、受贈者である原告は、
贈与者である被告に対し、贈与金の請求権を取得したものといわなければならない。」
大阪高判平成 14 年 7 月 3 日判時 1801 号 38 頁は被告の控訴を棄却した。評釈として、
山崎栄一「公法判例研究」法政研究 69 巻 4 号 827 頁以下。
32 碓井・前掲書 180 頁。
33 判タ 1196 号 50 頁。
34 例えば、原田尚彦『新版地方自治の法としくみ』（学陽書房、2003 年）199 頁以下。
35 要綱による公的資金支給申請を行政が握りつぶしているような場合には、行政処分性
を肯定する学説と裁判例がある。参照、原田・前掲書 200 頁。大阪高判昭和 54 年 7
月 30 日助成金交付申請却下処分無効確認等請求控訴事件行集 30 巻 7 号 1352 頁（当
事案では申請の手続、要件には、要綱のほかは、直接これを定めた法規は存しない）。
これに対して、大橋洋一『行政法Ⅱ現代行政救済論』（有斐閣、2015 年）85 頁は、法
律ではなく要綱で補助金交付がされる場合、交付決定に行政処分性を認めるのは困難
とする。
